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建築士事務所に関すること 
･･･ 建築士事務所開設者のみなさまへ ･･･ 

 

１．登録の有効期間と更新の登録［法第 23条、規則第 18条］ 

  建築士事務所の登録の有効期間は５年間です。 

  有効期間満了後、引き続き業務を行う場合には、有効期間満了日の 30日前までに更新の登録申請書を提

出しなければなりません。         【→手続きは、（一社）岡山県建築士事務所協会へ】 

 

２．変更の届出［法第 23条の５］【H27.6.25改正施行】 

  建築士事務所の開設者は、次の事項に変更があったときは、２週間以内にその旨を知事に届け出なれば

なりません。 

      ・ 建築士事務所の名称及び所在地 

      ・ 登録申請者が個人である場合はその氏名、法人である場合はその名称及び役員の氏名 

      ・ 管理建築士の氏名及びその者の一級／二級／木造建築士の別 

      ・ 所属建築士（3月以内に届出）       【→手続きは、（一社）岡山県建築士事務所協会へ】 

 

３．建築士事務所の管理［法第 24条］【H27.6.25改正施行】 

   建築士事務所の開設者は、一級建築士事務所、二級建築士事務所又は木造建築士事務所ごとに、それぞ

れ当該建築士事務所を管理する専任の一級建築士、二級建築士又は木造建築士（以下、管理建築士）を置

かなければなりません。 

  管理建築士になるには、所属建築士として所定の業務（規則 20条の 4）に３年以上従事した後、登録講

習機関が行う管理建築士講習の課程を修了しなければいけません。 

  また、管理建築士は、その建築士事務所の業務に係る技術的事項を総括し、管理建築士と開設者が異な

る場合においては、開設者に対し、技術的観点からその業務が円滑かつ適正に行われるよう必要な意見を

述べる必要があり、開設者はその意見を尊重しなければなりません。 

【→管理建築士講習の受講申込は、各登録講習機関へ】 

 

４．定期講習［法第 22条の２］【H20.11.28改正施行】 

 建築士事務所に所属する建築士は、3年以内ごとに登録講習機関が行う講習を受けなければなりません。

3 年以上前に建築士に合格又は定期講習を受講し、あらたに建築士事務所に所属した建築士は、遅滞なく

受講する必要があります。           【→建築士定期講習の受講申込は、各登録講習機関へ】 

 

５．設計受託契約等［法第 22条の 3の 3］【H27.6.25改正施行】 

 延べ面積が 300 ㎡を超える建築物の新築（設計変更、増築、改築等、大規模の修繕・模様替も同様）に

係る設計受託契約又は工事監理受託契約の当事者は、契約の締結に際して次に掲げる事項を書面に記載し、

署名又は記名押印をして相互に交付しなければなりません(相手の承諾を得た上で、書面の交付に代えて省

令で定める電磁的方法によることも可)。 

  ・ 設計受託契約にあっては、作成する設計図書の種類 

  ・ 工事監理受託契約にあっては、工事と設計図書との照合の方法及び工事監理の実施の状況に関す

る報告の方法 

  ・ 当該設計又は工事監理に従事することとなる建築士の氏名及びその者の一級建築士、二級建築士

又は木造建築士の別並びにその者が構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である場合にあ

っては、その旨 
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  ・ 報酬の額及び支払の時期 

  ・ 契約の解除に関する事項 

  ・ 前各号に掲げるもののほか、国土交通省令で定める事項（規則第 17条の 38） 

 

６．標識の掲示［法第 24条の５、規則第 22条］【H19.6.20改正施行】【法定書式あり】 

  建築士事務所の開設者は、その建築士事務所において、次の書式（規則第７号書式）による標識を公衆

の見やすい場所に掲げなければなりません。 

← 建築士事務所の名称 

 

← 一級／二級／木造の別 
 
 
 
← 個人登録の場合：氏名 

  法人登録の場合：申請者の 
          役職と氏名 

←  一級／二級／木造の別と氏名                     

 

 

 

７．設計等の業務に関する報告書［法第 23条の６、規則第 20条の３］【H19.6.20改正施行】【法定書式あり】 

  建築士事務所の開設者は、事業年度ごとに、次の事項を記載した報告書（規則第６号の２書式）を作成

し、毎事業年度経過後３ヶ月以内に知事に提出しなければなりません。（注） 

            （注）建設業法 11条第 2項による年度報告書とは違いますので、ご注意下さい。 

   ・ 当該事業年度における事務所の業務の実績の概要 

   ・ 所属する建築士の氏名 

   ・ 所属する建築士の事業年度における業務の実績の概要 

   ・ 建築士法施行規則第 20条の３に規定するもの 

   

  ［例１］ 3月末決算の場合 → 6月末までに提出 

  ［例２］12月末決算の場合 → 3月末までに提出（※個人登録の事務所は、12月末決算となります。） 

  ※H27.4.1 より、提出先が県庁から（一社）岡山県建築士事務所協会へ変更となっております。ご注意

下さい。           【→提出は、（一社）岡山県建築士事務所協会へ（提出部数：１部）】 

 

８．書類の閲覧［法第 24条の６、規則第 22条の２］【法定書式あり】 

  建築士事務所の開設者は、事業年度ごとに、次に掲げる事項を記載した書類（規則第７号の２書式）を

当該事年度経過後３ヶ月以内に作成し、事務所に３年間備え置き、設計等を委託しようとする者の求めに

応じ閲覧させなければなりません。 

   ・ 事務所の業務の実績を記載した書類 

   ・ 所属する建築士の氏名及び業務の実績を記載した書類 

   ・ 設計等の業務に関し生じた損害を賠償するために必要な金額を担保するための保険契約の締結そ

の他の措置を講じている場合にあっては、その内容を記載した書類（遅滞なく備え置く） 

   ・ 建築士法施行規則第 22条の 2に規定するもの 

 

 

 

○級建築士事務所 ○○○○設計 

登   録 ○級 建築士事務所 

岡山県知事登録 第○○○○○号 

開 設 者 代表取締役  ○○ ○○ 

管理建築士 ○級 建築士  ○○ ○○ 

登録の有効期間   年 月 日から  年 月 日まで 

25cm

以上 

40cm以上 
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９．帳簿の備付け及び保存［法第 24条の４第１項、規則第 21条］【参考書式あり】 

  建築士事務所の開設者は、その建築士事務所の業務に関する事項で次のものを記載した帳簿を備え、こ

れを事業年度完了後 15年間保存しなければなりません。 

   ①契約の年月日  ②契約の相手方の氏名又は名称  ③業務の種類及びその概要 

   ④業務の終了の年月日  ⑤報酬の額  ⑥業務に従事した建築士及び建築設備士の氏名 

   ⑦業務の一部を委託した場合にあっては、当該委託に係る業務の概要並びに受託者の氏名又は名称及

び住所  ⑧管理建築士の意見が述べられたときは、当該意見の概要 

 

１０．設計図書への記名及び保存の義務［（記名）法第 20条第 1項、（保存）第 24条の 4第 2項、 

規則第 21条］ 

  建築士は、設計を行った場合（一部を変更した場合も同様）においては、その設計図書に一級建築士、

二級建築士又は木造建築士たる表示をして記名をしなければなりません。（R3.9.1改正施行） 

  建築士事務所の開設者は、全ての建築物について、設計図書（配置図、各階平面図、二面以上の立面図・

断面図、基礎伏図、各階床伏図、小屋伏図、構造詳細図、構造計算書等（壁量計算、四分割法計算、Ｎ値

計算に係る図書等を含む））を、作成後 15年間保存しなければなりません。 

 

１１．工事監理の結果報告及び保存の義務［（工事監理結果報告）法第 20条第 3項、規則第 17条の 15、 

（工事監理報告書の保存）第 24条の 4第 2項、規則第 21条］【法定書式あり】 

   建築士は、工事監理を終了したときは、直ちにその結果を文書(第 4号の 2書式)で建築主に報告しなけ

ればなりません(相手の承諾を得た上で、文書での報告に代えて省令で定める電磁的方法によることも可)。 

また、建築設備に係る意見を聴いたときは、設計図書又は工事監理報告書において、その旨を明らかに

しなければなりません。建築士事務所の開設者は、工事監理報告書を、作成後 15年間保存しなければなり

ません。 

 

１２．重要事項の説明等［法第 24条の７］【H19.6.20改正施行】【参考書式あり】 

開設者は建築主から設計又は工事監理の委託を受けて契約しようとするときは、あらかじめ建築主に対

して、管理建築士等により所定の事項を記載した書面を交付して説明させなければなりません。なお、こ

のときは、当該建築主に対し、建築士免許証又は建築士免許証明書を提示しなければなりません。設計又

は工事監理の一部を下請け建築士事務所に再委託する場合は、専門家同士の契約なので、重要事項説明は

不要です。 

※国マニュアル（「ＩＴを活用した建築士法に基づく設計受託契約等に係る重要事項説明実施マニュアル

（R3.9.1改定）」）に即した形で行われる場合、テレビ会議等による IT重説も可。(相手の承諾を得た上で、

重要事項を記載した書面に代えて、書面に記載すべき事項を電磁的方法によることも可) 

 

１３．書面の交付［法第 24条の８、規則第 22条の３］【H19.6.20改正施行】【参考書式あり】 

  建築士事務所の開設者は、設計又は工事監理の委託を受けることを内容とする契約を締結したときは遅

滞なく、所定の事項を記載した書面に記名押印又は署名をして、当該委託者に交付しなければなりません

(相手の承諾を得た上で、書面の交付に代えて省令で定める電磁的方法によることも可)。 

  法改正以前は、書面交付義務の相手方が、建築主に限定されていましたが、元請・下請といった建築士

事務所同士の契約の場合も、書面の交付対象となりました。（対象が全ての委託者に拡大されました。） 

記載内容は、法第 22条の 3の 3第 1項各号に掲げる事項（５．設計受託契約等を参照）です。また、同

条による書面契約をした場合には、この法第 24条の 8の書面の交付は不要です。 
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１４．構造計算によって建築物の安全性を確かめた旨の証明書［法第 20条第 2項、規則 17条の 14の 2］

【法定書式あり】 

  建築士は、構造計算によって建築物の安全性を確かめた場合は、遅滞なく、所定の様式（第 4号書式）

によって、その旨の証明書を設計の委託者に交付しなければなりません。 

１５．建築設備資格者の意見の表示［法第 20条第 5項］ 

建築士は大規模建築物等の建築設備の設計又は工事監理を行う際に建築設備資格者等に意見を聴いた

ときは、その旨を設計図書、工事監理報告書に適正に表示しなければなりません。 

１６．再委託の制限［法第 24条の３］【H27.6.25改正施行】 

  建築士事務所の開設者は、委託者（建築主）の許諾を得た場合でも設計又は工事監理の業務を建築士事

務所の開設者以外の者に委託してはなりません。また、延べ面積が 300㎡を超える建築物の新築工事につ

いては、委託者が許諾した場合であっても設計・工事監理を一括再委託してはなりません。 

１７．名義貸しの禁止［法第 24条の２］ 

   建築士事務所の開設者は、自己の名義をもって、他人に建築士事務所の業務を営ませてはなりません。 

１８．設計内容の説明努力［法第 18条第 2項］ 

建築士は、設計の委託者に対し、設計の内容に関して適切な説明を行うように努めなければなりません。 

１９. 完了検査の実施状況［建築基準法第 7条］ 

  建築主は､建築基準法第６条第１項の規定による工事を完了したときは、検査を申請しなければなりま

せん。 

２０．廃業等の届出［法第 23条の７］ 

  建築士事務所の開設者が次のいずれかに該当することとなったときは、その日から 30日以内にその旨を

知事に届け出なければなりません。 

【→手続きは、（一社）岡山県建築士事務所協会へ】      

［凡例：法＝建築士法、規則＝建築士法施行規則］ 

----------------------------------------------------------------------------------------------- 

 ■建築士事務所に関する申請の窓口  (一社)岡山県建築士事務所協会 

    〒700-0824 岡山市北区内山下 1-3-19建築会館 3階 TEL.086-231-3479 

  ■建築士法に関するお問い合わせ先   岡山県土木部都市局建築指導課 建築審査班 

    〒700-8570 岡山市北区内山下 2-4-6 TEL.086-226-7499 

 建築士事務所の廃止等の事項 届出人 必要書類 

1 業務を廃止したとき 開設者 ・廃業等届 

・登録通知書 2 死亡したとき 相続人 

3 
破産手続開始の決定があったとき 破産管財人 ・廃業等届・登録通知書 

・破産決定通知書 

4 法人が合併により解散したとき 代表する役員であった者 ・廃業等届 

・登録通知書 
5 

法人が破産手続開始の決定又は合併以外の事由

により解散したとき 

清算人 

6 
登録区分の変更      二級 

（個人  法人 ／ 一級       木造） 

開設者 
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受付  

 

〔記入注意〕  建築士事務所の開設者が法人である場合には、法人の

代表者の氏名も併せて記載してください。 

〔提 出 先〕  一般社団法人岡山県建築士事務所協会 

        〒700-0824 岡山市北区内山下１－３－１９ 

        TEL 086-231-3479 /  FAX 086-231-4575 

〔提出形態〕 □提出部数は１部です。持参又は郵送してください。 

      □左肩クリップ留めとしてください。 

      □提出された書類は返却できませんので、控えが必要な

場合は、あらかじめコピーを取っておいてください。 

      □郵送の場合で控えが必要な方は、２部作成し、返信用

封筒（宛先を記入、切手を貼ったもの）を同封してく

ださい。１部に受付印を押印してお返しします。 

 

 

 

 

第六号の二書式（第二十条の三関係）（Ａ４） 

 
建築士法第２３条の６の規定による 

設計等の業務に関する報告書 

 
（第一面） 

 
建築士法第２３条の６の規定により、設計等の業務に関する報告書を提出します。 

この報告書の記載事項は事実に相違ありません。 

 

岡山県知事 殿 

 
   令和○○年１１月３０日 

 

■一級 
□二級 建築士事務所 岡山県知事登録 第 １２３４ 号 
□木造    

                   

事務所名称  
 岡山県株式会社一級建築士事務所      

 
所在地    岡山市北区内山下○－○－○     

 
電 話    ０８６－△△△－□□□        

 
建築士事務所の開設者の氏名又は名称  

（法人の場合は法人名称及び代表者職氏名）  
 

岡山県株式会社          
                         代表取締役 岡山 太郎     
 
              事業年度          令和△△年１０月 １日  
                        ～  令和○○年 ９月３０日       

ポイント 
①  毎事業年度の経過後、３ヶ月以内に提出しなければなりません。 
②  個人の事業年度は、１月～１２月（暦年）です。 
③  建築士法第２４条の６の規程による閲覧に供する書類と内容を整合させてください。 

記入例 

※この記入例は、事業年度

が 10 月 1 日～9 月 30 日の

法人を想定しています。 
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（第二面） 
 

建築士事務所の業務の実績 
 
〔記入注意〕 
１ 当該事業年度における直近のものから順次記入して下さい。 
２ 〔例〕 
 

岡山県 共同住宅 
鉄筋コンクリート造 

五階建延 700 ㎡ 
設計及び 
工事監理 

令和 
2.2.1～ 
2.9.30 

建築物所在地 
都 道 府 県 

建 築 物 の 用 途 構 造 及 び 規 模 業 務 内 容 期 間 

岡山県 共同住宅 
鉄筋コンクリート造 

 10 階建 5000 ㎡ 
設計及び 

手続の代理 
R2.5.1～ 

 継続中 

岡山県 倉庫 
鉄骨造 

平家建 1000 ㎡ 
構造設計 

R2.5.10 

 R2.7.10 

岡山県 住宅 
木造 

 2 階建 180 ㎡ 

設計及び 

工事監理 

R1.10.1 

R2.3.20 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

ポイント 

① 事業年度内に行ったもの全てについて、直近のものから記入してください。ただし、

継続中のものは、期間欄に「R2.5.1～継続中」のように記入してください。 

② １枚に収まらない場合は、複数枚にわたって全ての業務について記入してくださ

い。 

③ 記入すべき業務範囲は、建築士事務所として受託契約をした「建築物の設計」、「工

事監理」、及び士法第２１条に定める「その他の業務」（建築工事契約に関する事務，

建物調査，関係法令の手続の代理等）です。 

※施工図を描いたり、「施工」のみの場合は、建築士事務所としての業にあたらな

いため、記入しないでください。 

④ 該当する業務実績がない場合は、「該当なし」と記入してください。 
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ver.2021.1 

（第三面） 
 

所 属 建 築 士 名 簿 

 

（ふりがな） 

氏   名 

一級建築士、二級

建築士又は木造建

築士の別及び管理

建築士である場合

にあつては、その

旨 

登 録 番 号 

登録を受けた

都道府県名（二

級建築士又は

木造建築士の

場合） 

建築士法第 22

条の2第1号か

ら第 3 号まで

に定める講習

のうち直近の

ものを受けた

年月日 

構造設計一級

建築士又は設

備設計一級建

築士である場

合にあっては、

その旨 

及び構造設計

一級建築士証

又は設備設計

一級建築士証

の交付番号 

建築士法第 22

条の 2 第 4 号

及び第 5 号に

定める講習の

うちそれぞれ

直近のものを

受けた年月日 

（きび  ごろう） 

吉備 五郎 

 

（くらしき さぶろう） 

倉敷 三郎 

 

（つやま じろう） 

津山 次郎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一級建築士 

（管理建築士） 

 

一級建築士 

 

 

二級建築士 

 

○○○○○ 

 

 

△△△△△ 

 

 

□□□□ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岡山県 

 
○年○月○日 

 

 

○年○月○日 

 

 

○年○月○日 

 

 

 
 

 

 

構造設計一級

建築士 

（  交付番号  ） 

 

 

 
 

 

 

△年△月△日 

 

                      
一級建築士          ２ 名 

         計           二級建築士          １ 名 
                     木造建築士            名 
                     構造設計一級建築士        名 
                     設備設計一級建築士        名 

 

ポイント 

① 管理建築士であることがわかるように記入してください。 

② 所属建築士を全員記入してください。年度途中に退職された方については、氏名の下に「（○

月退職）」等と記入してください。 

③ 建築士事務所登録の内容と整合が必要です。 

（所属建築士に変更がある場合は、最新の情報を記入してください。） 

④ 建築士法第 22条の 2の規定による定期講習の受講日を記入してください。 

⑤ 構造/設備設計一級建築士である方は、交付番号及び定期講習の受講日も記入してください。 

平成20年 11月 28日改正施行

後の定期講習について記入し

てください。 
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ver.2021.1 

（第四面） 
 

所属建築士の業務の実績 
 
〔記入注意〕 
１ 所属建築士の当該事業年度における業務の実績を、当該建築士事務所におけるものに限つて、

直近のものから順次記入して下さい。 
２ 〔例〕 

岡山 太郎 岡山県 共同住宅 
鉄筋コンクリート造 
五階建延 700 ㎡ 

設計及び 
工事監理 

令和 
2.2.1～ 
2.9.30 

所属建築士

の 氏 名 
建築物所在地

都 道 府 県 
建築物の用途 構 造 及 び 規 模 業 務 内 容 期 間 

吉備 五郎 岡山県 共同住宅 
鉄筋コンクリート造 

 10 階建 5000 ㎡ 
設計及び 

手続の代理 
R2.5.1～ 

 継続中 

〃 岡山県 住宅 
木造 

 2 階建 180 ㎡ 

設計及び 

工事監理 

R1.10.1 

R2.3.20 

倉敷 三郎 岡山県 共同住宅 
鉄筋コンクリート造 

 10 階建 5000 ㎡ 

設計及び 

手続の代理 

R2.5.1～ 

 継続中 

 岡山県 倉庫 
鉄骨造 

平家建 1000 ㎡ 
構造設計 

R2.4.10 

 R2.6.10 

津山 次郎 岡山県 住宅 
木造 

 2 階建 180 ㎡ 

設計及び 

工事監理 

R1.10.1 

R2.3.20 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

ポイント 

① 『建築士事務所の業務の実績』に記入された業務を、所属建築士ごとに記入してくだ

さい。 ※当該建築士事務所における業務に限ります。 

② 確認申請図書に記名している建築士については、その業務実績についての記載が必要

です。 

③ 年度途中で退職された所属建築士についても、実績があれば記入してください。 

④ 該当する業務実績がない場合は、「該当なし」と記入してください。 
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ver.2021.1 

（第五面） 
 

管理建築士による意見の概要 
 
〔記入注意〕 
当該事業年度における直近のものから順次記入して下さい。 
 

管理建築士の氏名 建築士事務所の開設者に対して述べられた意見の概要 
当該意見が述べ

られた日 

吉備 五郎 
設計業務の期間について、適切に確保するよう助言し

た。また、継続している物件とのスケジュールを勘案し、

再委託する業務範囲について検討し、助言した。 
R2.4.20 

   

   

   

   

   

   

 

ポイント 

① 建築士法第２４条第４項の規定に基づき、管理建築士から開設者に対して述べられ

た意見の概要を記入してください。 

② 該当する意見がない場合及び開設者が管理建築士を兼ねる場合は、「該当なし」と

記入してください。 

 

※ 管理建築士は、次に挙げる「建築士事務所の業務に係る技術的事項」を総括して、

契約に際し、契約内容について意見を述べることが重要です。 

・受託する業務の量，難易度，業務の遂行に必要な期間の判定 

・業務に当たらせる技術者の選定・配置 

・他の建築士事務所との提携及び提携先に行わせる業務範囲の案の決定 

・建築士事務所に所属する建築士をはじめとする技術者の行う業務の管理とその適

性の確保 
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ver.2021.9 

第七号の二書式（第二十二条の二関係）（ A４ ） 
 

建築士法第２４条の６の規定により閲覧に供する書類 
 

（第一面） 
 

建築士事務所の概要  
  年  月  日現在 

 

 
 
〔記入注意〕建築士事務所の開設者が法人である場合には、開設者の欄に法人の代表者の氏名を

併せて記載してください。 

建築士 
事務所 

名
ふり

 称
がな

  

所在地  

登 録 

一級 
二級  建築士事務所 
木造 
    岡山県知事登録  第      号 

開 設 者  氏名又は名称                       

管理建築士  

一級 
二級  建築士 氏名 
木造 
    （     ）登録 第      号 

登録の有効期間   年  月  日から    年  月  日まで 
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ver.2021.9 

（第二面） 
 

建築士事務所の業務の実績 
 

  年  月  日現在 
〔記入注意〕 
１ 当該事業年度における直近のものから順次記入して下さい。 
２ 〔例〕 

岡山 太郎 
岡山県 
岡山市 
内山下○－○ 

国土ビル 
共同住宅 

鉄筋コンクリート造 
五階建延 700 ㎡ 

設計及び 
工事監理 

令和 
2.2.1 
2.9.30 

委 託 者 建築物所在地 
建築物の名称

及 び 用 途 
構 造 及 び 規 模 業務内容 期 間 
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ver.2021.9 

（第三面） 
 

所 属 建 築 士 名 簿 
 

（ふりがな） 

氏   名 

一級建築士、二級

建築士又は木造

建築士の別 

及び管理建築士

である場合にあ

つては、その旨 

登 録 番 号 

登録を受けた都

道府県名（二級建

築士又は木造建

築士の場合） 

建築士法第 22条

の 2 第 1 号から

第 3 号までに定

める講習のうち

直近のものを受

けた年月日 

構造設計一級建

築士又は設備設

計一級建築士で

ある場合にあっ

ては、その旨 

及び構造設計一

級建築士証又は

設備設計一級建

築士証の交付番

号 

建築士法第 22条

の 2 第 4 号及び

第 5 号に定める

講習のうちそれ

ぞれ直近のもの

を受けた年月日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      

                     一級建築士            名 
         計           二級建築士            名 
                     木造建築士            名 
                     構造設計一級建築士        名 
                     設備設計一級建築士        名 
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ver.2021.9 

（第四面） 
 

所属建築士の業務の実績 
 

     年  月  日現在 
〔記入注意〕 
１ 所属建築士の業務の実績を、直近のものから順次記入して下さい。 
２ 〔例〕 

岡山太郎 津山花子 
岡山県 

岡山市 

内山下○－○ 

国土ビル 
共同住宅 

鉄筋コンクリート造 
五階建延 700 ㎡ 

設計及び 
工事監理 

令和 
2.2.1 
2.9.30 

所属建築

士の氏名 
委 託 者 

建 築 物 
所 在 地 

建築物の名称

及 び 用 途 
構 造 及 び 規 模 業務内容 期 間 
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NF401 

業務記録台帳 （建築士法第 24 条の 4 該当備付帳簿） 

○印の数字は、建築士法規則第 21 条 1 項の各号に該当する法定事項を示す。 

受付 No． ・・ 

件  名 

 

件   No． 

建
築
主 

住     所 
〒 TEL  （ ） 

 

契 約 報 酬 額  

受 領 報 酬 額⑤  

氏     名 
 

 

契

約 

見 積 提 出       ・・   

委 託 契 約①       ・・   

(

報
酬
請
求
先) 

契
約
の
相
手
方
② 

住     所 
〒 TEL  （ ） 

 準 
 
 
 
 
 

備 
建 築 主 打合       ・・   

現 地 調 査       ・・   

氏     名 

（名    称） 

 

 

要 綱 調 査       ・・   

法 令 調 査       ・・   

受
託
業
務
③ 

・調査企画   ・工事監理（常駐・非常駐） 

・基本設計   ・契約事務 

・実施設計   ・工事指導監督 

・手続代理   ・建築物調査・鑑定 

・その他（ ） 

概要 

 

 ・・   

官 
 

公 
 

庁 
 

打 
 

合 
 

せ 

法 令 打 合       ・・   

上  水  道 ・・   

下  水  道 ・・   

敷 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地 

地名・地番   清    掃 ・・   

住 居 表 示  消    防 ・・   

敷 地 面 積 
m2 

実測図 
建築主提供（有・無） ガ    ス ・・   

坪 作成者（ ） 電    力 ・・   

用 途 地 域 

（A、B は 2 地

域にわたる場

合 利 用 ） 

(1･2)低住専､ (1･2)中高住専､A 

(1･2･準)住居､商業､近隣商業､準

工､工業専用､工業､指定なし､ 

（ ） 

B (1･2)低住専､(1･2)中高住専、(1･2･準)

住居､商業､近隣商業､準工､工業専用､

工業､指定なし､（ ） 

 

電    話 ・・   

 ・・   

 ・・   

建ぺい率（％）  A B  加重  ・・   

容 積 率（％）  A B  加重 

基 
 

本 
 

設 
 

計 

着    手 ・・   

防 火 地 域 防火・準防火・指定なし   A B防火・準防火・指定なし 案提出 ・・   

日 影 規 制 
( )種･測定面(1.5､4.0m)   A 

5m( 時間)､10m( 時間) 

B ( )種･測定面(1.5､4.0m) 

5m( 時間)､10m( 時間) 

 ・・   

 ・・   

高 度 地 区 第 種 第 種  ・・   

その他の地域等    ・・   

道 路 幅 員 
面 ｍ 面 ｍ 承    認 ・・   

面 ｍ 面 ｍ 
融 

資 

申    請 ・・  No． 

地       質 支持地盤ＧＬ ｍ（ ） 審    査 ・・   

構
造

・
規
模
③ 

用       途  各階床面積（m2） 承    認 ・・  No． 

構       造 Ｗ・ＣＢ・Ｓ・ＲＣ・ＳＲＣ・ 階  
実 

施 

設 

計 

着    手 ・・   

工 事 種 別 新築・増築・ 階   ・・   

階       数 地上  階 地下  階  ＰＨ  階 階   ・・   

建 築 面 積 m2 建ぺい率 ％ 階   ・・   

延 床 面 積 m2 容積率 ％ 階  完    了 ・・   

容積外面積       m2 容積充足率 ％ 階  承    認 ・・   

施工床面積       m2 レンタブル比 ％ 階  

申 
 
 
 
 

請 

掲  示  届 ・・   

設計業務担当建築士及び建築設備士名⑥・図面枚数 
階  許 可 申 請       ・・  No． 

階  許  可  日 ・・  No． 

区分 氏  名 版 枚 区分 氏  名 版 枚 階  確 認 申 請       ・・  No． 

総括    電気    階  消 防 同 意       ・・  No． 

意匠    給排    階  確  認  日 ・・  No． 

構造    空調    階  （主 事 名）          

        階   ・・   

業
務
委
託
先
⑦ 

委託業務 

概    要 
 

階   ・・   

階  

文 
 
 

書 

確 認 返 却       ・・  返却相手 

委託先名  
階  設計完了報告 ・・   

階   ・・   

委 託 先 

住    所 
 計  

 ・・   

 ・・   

 

管理建築士 

 

印 

記入者 

 

印 

業務結果 
中 断 ・・ （赤色） 

終了④ ・・ （青色） 

参考 
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NF401 

件名 施工業者 

工事監理業務担当建築士及び 
建築設備士名    ⑥ 

住所・ＴＥＬ・担当者 

総 括  電 気  
指
名
業
者(

金
額) 

1  6  

意 匠  給 排  2  7  

構 造  空 調  3  8  

    4  9  

契 

約 

見 積 提 出       ・・   5  10  

監 理 契 約①       ・・   

工 
 

事 
 

費 

 予算（千円） 契約（千円） 追加･変更(千円) 計（千円） 

準 
 
 

備 

現    説 ・・   建    築     

入    札 ・・   電    気     

工 事 契 約       ・・   
機  械 
設  備 

    

地   鎮   祭 ・・        

工 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

過 

着    工 ・・   経    費     

 ・・   
合    計     

 ・・   

 ・・   
工
事
関
係
者
記
録 

区    分 社    名 所  在  地 Ｔ Ｅ Ｌ 担 当 評 価 

 ・・   建    築      

 ・・   電    気      

 ・・   給    排      

 ・・   空    調      

 ・・   昇    降      

 ・・         

 ・・   

保 

証 

書 

社     名 保  証  内  容 保   証   期   間 

 ・・     ・・ ・・ 

 ・・     ・・ ・・ 

 ・・     ・・ ・・ 

 ・・     ・・ ・・ 

 ・・     ・・ ・・ 

 ・・   
ア
フ
タ
ー
ケ
ア
記
事 

竣工１年後検査 ・・  

 ・・    ・・  

 ・・    ・・  

 ・・    ・・  

 ・・    ・・  

 ・・   士法２４条４項による管理建築士の意見が述べられた場合、その概要⑧ 

 ・・   

検 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

査 

所 内 検 査       ・・   

完   了   届 ・・   

検査（     ） ・・   

検査済証(〃) ・・  No． 備  考 

検査 (消防) ・・   

検査済証(〃) ・・  No． 

 ・・   

手    直 ・・   

引    渡 ・・   

 ・・   

半 年 検 査       ・・   

１ 年 検 査       ・・   

文 
 
 
 
 

書 

検査済証(  ) ・・  
返却 

相手 

検査済証(消防)       ・・  
返却 

相手 

 ・・   

監理完了報告 ・・   

士法 20－2 報告 ・・   

 

上
記
施
工
業
者
以
外
の
場
合
記
入 

 進度表示 

（塗りつぶし） 
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2021.9 

第四号の二書式（第十七条の十五関係） 

工 事 監 理 報 告 書 

工事監理を終了しましたので、建築士法第 20 条第３項の規定により、その結果を報告します。 

 年 月 日 

 （ ）建築士   （ ）登録第 号 

 氏  名  

 （ ）建築士事務所 （ ）登録第     号 

 名  称 

 

    

 所在地  

 電話 （ ） 番 

 

建築主 殿 

 

建築物の名称 
及び所在地 

 

工  事  種  別 新築・増築・改築・大規模の修繕・大規模の模様替 

建築確認番号 第 号 

建築確認年月日  年 月 日 

工  事  期  間  年 月 日から 年 月 日まで 

工事期間におけ

る主要な設計変

更 

変    更 
年 月 日 

変更された設計図書の種類 変更の概要 

   

主要な建築材

料、建築設備等

が設計図書のと

おりであること

の確認 

確    認 
年 月 日 

建築材料、建築設備 
等の名称及び規格 

名称及び規格が

定められている 
設計図書の種類 

確認方法の概要 

    

主要な工事が設

計図書のとおり

に実施されてい

ることの確認 

確    認 
年 月 日 

確  認  事  項 
確認事項が定め

られている設計

図書の種類 
確認方法の概要 
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工事完了時に

おける確認 

確    認 
年 月 日 

確  認  事  項 確 認 結 果 の 概 要 

   

工事施工者に

与えた注意 

注    意 
年 月 日 

注  意  の  概  要 
工事施工者の対応と建築 
主に対する報告の概要 

   

建築設備に係る

意見 

意見を聴い

た年月日 
意見を聴いた者の 
住所及び氏名 

意見を聴いた者の勤

務先の住所及び名称 
意見を聴いた事項 

    

電話 番 

備       考 

  

 
〔記入注意〕１．工事監理を共同で行った場合においては、連名で報告してください。 
            ２．「工事種別」の欄は、該当するものを○で囲んでください。 
            ３．「工事期間における主要な設計変更」の欄の変更については、変更の内容、変更の理由等の概要を記入してください。 
            ４．「工事施工者に与えた注意」の欄は、建築士法第 18 条第 3 項に規定する注意について記入してください。 
            ５．「建築設備に係る意見」の欄は、建築士法第 20 条第 5 項に規定する場合に記入してください。 
            ６．「備考」の欄は、工事監理に関して特に報告すべき事項等を記入してください。 
            ７．ここに記入しきれない場合には、別紙に書いて添えてください。 
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【記載例】 

 

建築士法第 24 条の 8 の規定に基づき委託者に交付する書面 

令和 元 年 １２ 月 １ 日 

 

委託者  ○○○○  様 

(契約の相手方の氏名又は名称) （法第24条の8第1項2号、施行規則第22 条の３第１項第２号） 

建築士法第24 条の 8 の定めにより、令和 元 年 11 月 28 日付締結の業務受託契約に関して、 

次の事項を通知します。（法第24条の8第1項2号、施行規則第22条の３第１項第１号）  

受託者（法第24条の8第1項1号、第22条の3の3第1項6号、施行規則第17 条の38） 

建 築士事務 所の名 称：○○○○一級建築士事務所 

建築士事務所の所在地：○○県○○市○○町○－○－○ 

区分(一級、二級、木造)：（ 一級 ）建築士事務所 

開 設 者 の 氏 名：○○○○           （印)  

（法人の場合は開設者の名称及び代表者氏名） 

受託業務名称 ： ○○邸新築工事 設計・工事監理業務 

 

１．対象となる建築物の概要（法第24条の8第1項1号、第22条の3の3第1項6号、施行規則第17 条の38） 

建設予定地：○○県○○市○○町○－○－○ 

主 要 用 途：専用住宅 

工 事 種 別：新築 

規 模 等：木造３階建、約１６５㎡ 

２．業務の種類及び内容、実施方法及び業務実施期間 （法第24条の8第1項1号、第22条の3の3第1項6号、施行規則第17 条の38） 

業務の種類及び内容 実施の有無 実施方法等 業務期間〔予定〕 

1． 基本設計業務(構造設計、 

設備設計を含む) 
○ 

建築設計業務委託書による 令和元 年１１月２８日から 

令和２ 年 １月３１日まで 

2． 実施設計業務(構造設計、 

設備設計を含む) 
○ 

建築設計業務委託書による 令和２ 年 ２月 １日から 

令和２ 年 ４月３０日まで 

3．工事監理業務 ○ 
建築監理業務委託書による 令和２ 年 ５月１５日から 

令和２ 年 ９月３０日まで 

4． その他の業務 (契約に含 

まれる上記以外の業務） 
－ 

（具体的業務内容） 

 

年   月   日から 

年   月   日まで 

３．作成する設計図書の種類（設計業務受託の場合） （法第24条の8第1項1号、第22条の3の3第1項1号） 

仕様書、案内図、配置図、求積図、仕上表、平面図、立面図、断面図、矩計図、基礎伏図、床伏図、はり伏図、小屋伏図、

軸組図、その他必要な図面、電気設備図一式、機械設備図一式、建築確認申請図書一式 

４．工事と設計図書との照合の方法及び工事監理の実施状況に関する報告の方法 

（工事監理業務受託の場合） (法第24条の8第1項1号、第22条の3の3第1項2号) 

①工事と設計図書との照合の方法：  

   請負業者からの施工報告及びサンプリングによる現場立会検査により照合します。 

サンプリングによる現場立会検査は期間中５回程度行います。 

②工事監理の実施状況に関する報告の方法 ： 

期間中５回程度、電子メールにより報告します。 

工事監理完了後に建築士法に基づいて法定書式による工事監理報告書を提出します。 
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５．設計又は工事監理に従事することとなる建築士・建築設備士 

（法第24条の8第1項1号、第22条の3の3第1項3号及び6号、施行規則第17 条の38） 

①設計業務に従事することとなる建築士・建築設備士 ②工事監理業務に従事することとなる建築士・建築設備士 

【氏名】：○○○○  

【資格】（一級） 建築士  【登録番号】（１２３４５６）  

【氏名】：  

【資格】（   ） 建築士  【登録番号】（            ）  

 

（建築設備の設計に関し意見を聴く者） 

【氏名】： 該当なし 

【資格】建築設備士 

【氏名】： ○○○○ 

【資格】（一級） 建築士  【登録番号】（１２３４５６）  

【氏名】：  

【資格】（    ） 建築士  【登録番号】（             ）  

 

（建築設備の工事監理に関し意見を聴く者） 

【氏名】：該当なし 

【資格】建築設備士 

＊ 設計に従事することとなる建築士が構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である場合にはその旨の記載が必要です。 

 

６.．設計又は工事監理の一部の委託先(協力建築士事務所) 

 （法第24条の8第1項1号、第22条の3の3第1項6号、施行規則第17 条の38） 

再委託する業務の概要 委託先の建築士事務所の名称及び所在地 
開設者の氏名又は名称 

（法人の場合は代表者の氏名） 

構造計算及び構造設計図 

の作成 

(株)○○構造設計一級建築士事務所 

○○県○○市○○町○－○－○ 

(株)○○構造設計 

代表取締役 ○○○○ 

 

 

  

 

７．報酬の額及び支払時期 (法第24条の8第1項1号、第22条の3の3第1項4号） 

①報 酬 の 額： ○，○○○，○○○ ．- 円 （見積金額、消費税込） 

別紙見積書を添付。上記金額には、建築確認申請手数料（納付金）は含まれていません。 

②支払の時期： 契約時：契約金額20％、竣工時：契約金額80％ 

 

８．契約の解除に関する事項 (法第24条の8第1項1号、第22条の3の3第1項5号） 

建築主は、正当と認められる事由があるときに限り、建築士事務所が本件業務を完了する以前において、書面をもって通

知して、本件業務について契約の解除をすることができます。かかる場合において本件業務に関する成果品及びその対価

の取扱いについては、建築主及び建築士事務所が協議のうえ定めるものとします。 
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